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とする，ただし坤〃，C）は町Cに関して狭義に単調  

増加な関数である．   

タイプif，f＝1，2の主体の賃金所得水準叫よは，  

彼の労働する地域iでの限界生産性に等しく，  

叫i＝〆（↑11i＋m2i）  （2・3）  

とする．ただしダ（柁）は生産関数である・一方，タ  

イプiム壱≠Jの主体の賃金所得水準明は，彼の労  

働する地域ノでの限界生産性を関数〃（l〃）で割引い  

た値：  

明＝〟（ダ′（関り＋丁旬））  （2・4）  

とする，ただし〃（ぴ）はⅧに関して狭義に単調増  

加で  

〟（ひ）＜l〃，∀ぴ≠0  （2・5）  

を満たすものとする．   

タイプfブ，f，ノ＝1，2の主体の居住快適性水準ciブ  

は，彼の居住する地域fの人口Tlfl＋”・i2と地域iの  
地方政府の供給する公共財の量飢とによって定まり，  

ciメ＝ん（71よ1＋”・f2，タf）   （2・6）  

とする，ただしん（7l，ダ）は（n，g）に関する凹関数で  

ある．   

地域iの地方政府は，各時刻で近視眼的に地域fに  

居住するm‘1＋mf2人の主体の居住快適性水準  

ん（－－il小一i2，gi）  （2・7）  

を最適化するよう公共財の量飢を供給する，従って，  

cfブ ＝ maXん（呵1＋托i2，飢） タl  
＝：〃（Tlil＋↑lf2），ノ＝1，2 （2・8）  

となる．このとき〃（－1）は，lに関する凹関数となる  

ことに注意する．   

以上より，  

1 多重居住   

現在の高度技術社会において，新幹線・高速道路網  
などの高速交通システムや情報・通信ネットワーク  

技術がもたらしたものの一つに以下のような居住形  

態の多様化がある（高橋（伸），大内，早坂【1】）‥   

カントリー・ライフ型：東京圏に居住し，週末や長期   

榊馴こ家族揃ってリゾート地のセカンド・ハウ  

スで生活する；   

ビジネス・キャンプ型：地方都市に本拠地としての   

住宅を持つ一方で，都市でのセカンドハウスで  

主たる働き手が平日生活する；   

遠距離通勤型：都心部に住居を持たず，地方都市から  

都心部まで通勤する．  

本稿では，これらの居住形態を総称して多重居住  
（1－－utト1－abitatioll）と呼び，数理モデルを用いてその  

分析を試みる．  

2 モデル  

地理的に離れた，潜在的には同一の地域1，2を  

考え，  

fノバ，ノ＝1，2：地域fで居住し，地域ノで労働する  

主体のタイプ，  

丁－・fブ，f，ブ＝1，2‥タイプよブの人口  

とする．2地域の人口の合計は不変で，  

”．11＋，112巾121＋れ・22＝〃（＞0）  （2・1）   

とおく．   

タイプiJ，り＝1，2の主体の効用水準明は，労  

働による賃金所得水準明と居住快適性水準ciメと  

によって定まり，  

U（ダ′（丁－11＋T121），〝（T111＋↑－・12）），  

U（〟（ダ′（m12＋m22）），〝（丁－11＋れ12）），  

ぴ（〟（ダ′（mll＋m21）），〟（乃21＋n22）），  

U（ダ′（n12＋m22），〟（m21＋m22））（2・9）   

ull（↑1）  

U12（↑1）  

U21（m）  

u22（m）  

（2．2）を得る・  叫＝U（叫ノ，Ciメ）  
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3 ダイナミックス  

各タイプの主体は，他のタイプの主体との効用水  

準の高低に基づいて，居住地域あるいは労働地域を変  

更し得ると仮定し，タイプの分布ベクトル  

Tl＝（乃11，m12，m21，m22）   （3・1）   

が次の常微分方程式に従って時間的変化すると仮定  

する：  

毎＝∑宣伸（↑1），り＝1，2， （3・2）  

んJ≠iブ   

ただし叫；烏J（Tl）は   

1．，lたJ＞0かつ明い）＞搬J（↑1）のときに限り，   

叫；い（－1）＞0；   

2・叫＞0かつ叫（↑1）＜現J（Tl）のときに限り，   

α再J（↑1）＜0   

となる関数で，さらに適当な正則条件を満足するもの  

とする．  

n12＝乃21＝0の場合は我々の興味から外れるの  

で，以下では，  

（4．5）  乃12＞0；れ21＝0   

として分析を行う．   

以下では分析の簡単化のため，次の仮定を設ける：   

仮定4．1乃が0から 〃 まで変化したときの関数  

J（m）：＝〃（m）－〟（〃一Tl）の符号変化はTl＝〃／2  

においてのみ起こる．  ロ  

いま居住快適性水準を最大化するという意味での  

各地域での（共通の）最適な居住人口を  

㌦‥＝arglllaX〃（†－）  
Jl  

とおく．   

次の定理を得る．   

定理4．2  

（4．6）  

（i）ダ′（m）がTlに関して増加する場合：  

（i・1）m－≦のとき，  

7111＋m12＜＜，122；（4・7）  

（i・2），l－＞のとき，  

〃  
mll，↑122＜＜”・11＋”12，7－12＋m22  

（4．8）  

（ii）ダ′（m）がmに関して減少する場合：  

4 均衡分析  

均衡条件：   

毎＝∑佃舟）＝0，∀り＝1，2（4・1）  
んJ≠iJ   

を満足するタイプの分布ベクトルmが存在すると仮  

定する．   

補題4．1均衡分布ベクトル†1において，  

丁－・小γ加＞0ならば叫（↑1）＝祝んJ（Tl）・（4・2）  

［】  

〃
す
〃
す
 
 

（ii．1）n＊≦   

（ii．2）Tl★＞   

のとき，均衡は起こり得ない；   

のとき，  

7111＞＞7－・12＋丁－・22・（4・9）  

⊂】  

つまらない場合を除外するため，  

T111，7122＞0  
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（4・3）  

と仮定する．   

定理4．1均衡分布ベクトルTlにおいて，  

丁－■12＞0 と，121＞0  （4．4）  

とは両立し得ない．  
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